
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
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第
三
種
郵
便
物
認
可
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〇
輸
入
割
当
て
を
受
け
る
べ
き
貨
物
の
品

目
、
輸
入
の
承
認
を
受
け
る
べ
き
貨
物
の

原
産
地
又
は
船
積
地
域
そ
の
他
貨
物
の
輸

入
に
つ
い
て
必
要
な
事
項
の
公
表
の
一
部

を
改
正
す
る
件
（
経
済
産
業
一
五
〇
）

〇
低
騒
音
型
建
設
機
械
の
指
定
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
九
三
二
）

〇
排
出
ガ
ス
対
策
型
建
設
機
械
の
指
定
に
関

す
る
件
（
同
九
三
三
）

〇
排
出
ガ
ス
対
策
型
原
動
機
の
指
定
に
関
す

る
件
（
同
九
三
四
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
国
立
文
化
財
機
構
出
品
預

証
書
紛
失
に
伴
う
証
書
の
無
効
、
東
日
本

高
速
道
路
株
式
会
社
工
事
開
始
、
公
文
書

等
の
管
理
に
関
す
る
外
国
人
技
能
実
習
機

構
、
弁
理
士
登
録
、
日
本
弁
護
士
連
合
会

懲
戒
の
処
分
関
係

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

〇
外
務
省
令
第
九
号

領
事
官
の
徴
収
す
る
手
数
料
に
関
す
る
政
令
（
昭
和
二
十
七
年
政
令
第
七
十
四
号
）
第
一
条
第
一
項
及
び
第
四
項
の

規
定
に
基
づ
き
、領
事
官
の
徴
収
す
る
手
数
料
の
額
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
元
年
十
二
月
二
十
三
日

外
務
大
臣

茂
木

敏
充

〔
省

令
〕

〇
領
事
官
の
徴
収
す
る
手
数
料
の
額
を
定
め

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
外
務
九
）

〇
国
外
に
お
け
る
旅
券
手
数
料
の
額
を
定
め

る
省
令
及
び
領
事
官
の
徴
収
す
る
手
数
料

の
額
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令（
同
一
〇
）

〇
火
薬
類
取
締
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
（
経
済
産
業
五
五
）

〔
告

示
〕

〇
政
党
助
成
法
第
六
条
第
二
項
に
お
い
て
準

用
す
る
同
法
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ

る
政
党
の
届
出
事
項
の
異
動
の
届
出
が

あ
っ
た
の
で
公
表
す
る
件（
総
務
二
八
八
）

〇
政
党
交
付
金
の
交
付
を
受
け
る
べ
き
政
党

の
名
称
及
び
令
和
元
年
分
と
し
て
各
政
党

に
対
し
て
交
付
す
べ
き
政
党
交
付
金
の
額

を
公
表
す
る
件
（
同
二
八
九
）

〇
紛
失
又
は
焼
失
の
届
出
に
よ
り
失
効
し
た

旅
券
の
告
示
（
外
務
二
六
八
）
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